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廃棄物行政と自治の領域に関する研究 
鄭 智允 
 
１．本研究の課題と研究方法 
（１）廃棄物処理の二つの考え方 
廃棄物は、人間の営みにおいて必ず発生するもので、それは国家やコミュニティの存
在如何によるものではない。この廃棄物を、誰が、どのように処理すべきかについては、
二つの考え方が存在してきた。 
一つは、国が主体性をもって行えば良い、あるいは科学技術の問題だから、自動的に、
無意識のうちに処理されるのが望ましく、むしろ住民自治が絡む要素はない、または自
治が絡むと処理が滞る要因にしかならない、とする考えである。国の為政者や、もしか
すると国民の中でもこのような考えを持っている人々がいるかもしれない。だが、これ
は自治と廃棄物の関係性への無理解から来る考え方で、これこそ地域社会にこれまで数々
の軋轢を生んできた捉え方である。 
もう一つは、廃棄物行政の本旨は、自治に宿っているとするもので、自分の日常行為
によって発生する廃棄物処理に責任を持つこと、そこに基づく自治体の廃棄物処理に関心
を寄せるべきであるという考え方である。廃棄物問題がどこに発生しているかに焦点を当
てると、人里離れた、住民の目が届かないところ、市町村境や山奥など自治の目が届きにく
い場所に、廃棄物が溜まろうとしているは明らかである。このことは上記の二つの考え方の
うち、廃棄物の処理を誰がどのように行うべきかの答えへ私たちを導いてくれる。したがっ
て、本研究は、これまでの廃棄物行政の取り組みの現在的な捉え直しからはじめねばならず、
自治に宿る廃棄物行政の本旨の視点から、廃棄物行政の構造と課題について考察を行う。 
 
（ⅰ）廃棄物と自治の関係：「自区内処理の原則」 
 
近代行政国家形成期、日本における近代的な廃棄物行政は 1900年の「汚物掃除法」制定
に発する。その処理に関する責務を地方に負わせるシステムは、戦後、市町村が名実共に自
治体として成立すると共に、清掃事業を自治体の自治事務として位置付けることで維持さ
れてきた。図表 1は、従来の地方自治と廃棄物処理との枠組みを表している。一般廃棄物の
場合、廃棄物の排出者たる住民が原責任者であり、一般廃棄物業処理許可の権限とその処理
責任が市町村にある。住民と市町村の間における信託関係によって、一般廃棄物の処理が行
われている。産業廃棄物の場合は、産業廃棄物処理業の許可権限は都道府県または政令指定
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都市にあるが、排出者たる事業者自らに処理責任を負わせている 1。 
また福祉国家期においては、行政の拡大とともに住民の力が行政活動に不可欠になり、
これを象徴するような出来事が廃棄物問題においても数多く起こってきた。廃棄物行政
の先駆者たちの研究はこうした事例を通じて、自治体のあり方や廃棄物自治のあり方を
問うてきた。 
 
図表 1 地方自治の見取り図と廃棄物処理の枠組み 
 
 
廃棄物の処理には受苦が伴う性質があるため、ある一定の単位の原責任者集団（住民）
のなかでその苦痛も受け入れるべき道理が必要になる。このような責任から決定までを
一つの集団の中で行えるような単位を作り出すために、「自区内処理の原則」が確立し、
これは今日までごみ処理をめぐる議論において広く受け入れられている。このように、
処理責任と自己決定の仕組みのうち、原責任者を基本的に住民であるとした場合、その
処理主体である市町村との間には、住民自治に基づく応答関係が必須になっているので
ある。 
もう一点その特徴に挙げられるのは、廃棄物行政において住民はその原責任から解放
されておらず、したがって自治体は単に住民の信託に基づいて処理責任を負っているに
過ぎないというプリミティブな性質を失ってはいないという点である。 
 
（ⅱ）廃棄物処理をめぐる国による統治の枠組み：強制から勧告へ 
もっとも、本研究が求める「自治」についても、二つの読み方があることはよく知ら
 
1 本研究では、廃棄物行政における中央・地方政府と住民の関係性に主として着目するため、住民が直接
原責任者・自治の主体として位置づけられない産業廃棄物については対象としない。 
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れている。一つは「みずからおさめる」、もう一つは「おのずからおさまる」である。
日本の地方自治はこの両者が横糸と経糸となって編みこまれた歴史であった。前者は、
地域社会を、外からの干渉や関与に屈せず、地域住民の自己決定で治めようとする自治
体のあり方で、自治の原風景にある。また後者の言葉が示すように、戦後においても国
による合併推進の中などでは、自治体に自ずと治まるように仕向けてきた地方自治制度
の歴史も存在する。統治の都合のための自治である。 
地方自治を研究する者はすべてこの二つの自治に向き合っている。廃棄物処理も、自
治体の事務としての表向きの顔があるが、その裏には廃棄物処理のもう一つの受け皿で
ある事務組合や清掃事業関連交付金制度から国による統治の枠組みが隠然として存在
することに、我々は注意深くあらねばならない。 
 
（２）「区域」を超える課題の出現 
 
いま、このような従来からの廃棄物行政体制は挑戦を受けている。廃棄物行政を廃棄
物自治の体系として捉える視点が再び問われる事態が生じているのである。近年、廃棄
物行政には、図表２のように「自区内処理の原則」に基づく自治体の事務という枠組み
を超える課題（漂着ごみ・廃プラスチックごみ、容器包装リサイクル、災害廃棄物、放
射性廃棄物など）が発生している。本研究では、このうち、以下の二つについて論じる。 
第一は、市区町村という主体だけでなく、都道府県や国あるいは国際社会と共に対策
を考える必要がある問題が生じていることである。この問題は、廃棄物問題が地域を超
え、国家を超え、国際的な課題になっていることを明確に示している事例でもある。同
時に、一般廃棄物の処理責任は自治体にあるものの、上流にある国家レベルの政策を抜
きにして自治体における下流
．．
政策だけでは十分に対応できないことも示している。また、
漂着ごみをはじめとする、地域住民の生活によらない廃棄物処理のためには、製品の製
造・流通・販売を行う動脈
．．
産業（これに対して廃棄物処理はいわば静脈
．．
である）に対す
る廃棄物対策の必要性を示している。 
第二は、毎年のように大規模災害に見舞われる事態において生じる莫大な量の災害廃
棄物、あるいは東日本大震災の福島第一原子力発電所事故によって生じた放射性廃棄物
のように、これまで住民あるいは自治体が関与しえない領域から生じた廃棄物の発生に、
我々がどう対応すべきか回答を迫られていることである。 
本研究で扱うように、東日本大震災で発生した大量の災害廃棄物は、「自区内処理の原則」
と自治体の処理責任という既存のルールを超える事態を引き起こした。その結果、国による
関与は災害廃棄物の広域処理という方針として現れることとなった。市町村がその区域内
で発生した廃棄物を処理するのみでは対応しきれない問題が、現代日本の廃棄物行政の枠
組みを根幹から揺り動かしている。自然災害が多発する日本において、災害廃棄物の処理問
題は喫緊の課題である。 
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特に、福島第一原子力発電所事故による放射性物質に汚染された指定廃棄物の処理をめ
ぐっては、国は平時における一般廃棄物処理をめぐる「自区内処理の原則」を応用し、指定
廃棄物が大量に発生している５つの県（宮城県、栃木県、茨城県、群馬県、千葉県）で処理
を行う「自県内処理の原則」を唱え、また、国は指定廃棄物の処理の責任を負うとする枠組
みを作った。だがそれは所詮道理的・財政的責任に限られる。一方、指定廃棄物を保管して
いる自治体または指定廃棄物の最終処分場となる自治体は、実質的な処理責任を負うこと
になる。自らの生活の場に置かれる指定廃棄物の処理は、自治体にとって一般廃棄物の処理
と同様に、住民への説明責任が伴うものである。国の責任だけでは処理できない問題である。 
 
図表２ 地方自治の見取り図と廃棄物処理の実態 
 
 
 
２．本研究の構成 
以上に述べたように、廃棄物行政には、自治体、自治事務、住民自治、そして地方自
治のあるべき姿が凝縮されているものと言うことができる。これを踏まえ、本研究は、
廃棄物行政の構造分析から、現在直面する課題に向けての検討までを対象とする。 
本研究は二部編成で構成される。 
 
第一部では、廃棄物自治の現行体系の成立と基本原則を、歴史的事実を通じて確認す
る。まず第一章は、高度経済成長期における「東京ごみ戦争」から、廃棄物自治の中心
となる「自区内処理の原則」が成立した経緯と内容、当時の権限関係を確認する。「東
京ごみ戦争」をめぐる一連の政府間関係（東京都と 23特別区との関係）を整理するな
かで、廃棄物行政が地方自治体の成立要件であることが分かってくる。本章を通じて、
廃棄物と自治の一体性を確認することになる。 
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第二章では、第一章で確認された「自区内処理原則」を中心に、小金井市の「ごみ非
常事態」の事例を通して原責任者と処理主体の単位の問題についてアプローチする。こ
れは近代的な廃棄物処理システムが確立したことを現す事例である。しかし、近代的廃
棄物処理システムそのものは定着したものの、ごみ問題には一部事務組合やごみ関連施
設の建設・維持管理など新たな課題を生み出し続けている。ごみ問題とは住民自治その
ものであり、また政府体系をも物語るものでもある。本章は、個々の自治体における「自
区内処理の原則」と一部事務組合という廃棄物の広域処理の枠組みにおける「自区内処
理の原則」という廃棄物行政の現況について考察する。 
 
第三章は、廃棄物行政の受け皿となる一部事務組合の歴史をひもとくことで、自治体
と廃棄物行政の関係性が形作られていく過程をトレースする。廃棄物処理の「区域」の
形成は、国と地方のいかなる関係で行われたのか。中央政府は、近代化を推し進めると
同時に合併を繰り返し、より広域で、強固で、国家の権威に支えられた主体として地方
を形成していった。その過程からこぼれ落ちたもののために中央政府は一部事務組合を
作り上げた。本章は、本来自治の産物である廃棄物行政を一部事務組合が請け負うこと
で発生する国による強制・関与の問題を明らかにする。 
 
第二部では、第一部で確認したように、これまでに形成された廃棄物行政体系が挑戦
を受けるような事象が近年生じている状況について取り扱い、それに対して自治がどの
ように対応すべきか考察することで、廃棄物自治の新たな地平を見出す。 
まず第四章は、近代的なシステムでは対応しきれない現代的な課題として、「漂着ご
み」問題を取り上げる。近年、世界的な関心を集めている廃プラスチックなどを多く含
む漂着ごみは、原責任者が不明ななか、処理主体として市町村を当たり前に想定できる
のかを考える。この処理には住民の活動が大事だが、住民が原責任者でない以上、それ
だけでは解決できない。問題解決には、処理のための国際的な枠組みづくりと地域や自
治体や国家を越えた様々なアクターによる活動が欠かせない。漂着ごみ問題の抜本的な
改善のためには、製品の生産過程から廃棄過程まで至る上下流一体から予防の原則の必
要性への展開が求められている。また日本国内においては、国、都道府県、市町村の事
務権限、財政負担、処理責任を明確にする必要があることを指摘する。 
 
第五章と第六章は、東日本大震災による災害廃棄物と福島第一原子力発電所事故で発
生した放射性物質に汚染された廃棄物の処理問題に取り組む。東日本大震災は想定外と
していた放射性物質に汚染された廃棄物の処理問題も引き起こしてしまった。これから
将来にわたって取り組まねばならない課題となっているのである。 
 
第五章は、東日本大震災で発生した災害廃棄物の広域処理について扱う。日本におい
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て、災害廃棄物はこれまでも広域処理を行ってきた事例があり、それは自治体間連携の
いわば美談として語られる事象でもあった。だが、放射能に汚染されている恐れが現実
的になっていた東日本大地震の災害廃棄物の場合、美談では済まされえない。もちろん、
「美談」であろうとも経済的に合理的ではなく負担が生じる廃棄物処理である以上住民
の関与は必要であるが、東日本大地震ではさらに複雑な要因が絡む。災害廃棄物の広域
処理には住民の関与は確保し得るのか。現実にどう関わったのか、論じる。震災に伴う
大量の災害廃棄物（主に、放射性物質に汚染された廃棄物）が発生した後の状況を観察
すると、国は廃棄物処理の原責任・主体の関係を無視し広域処理ありきの政策を行った
ためさまざまな問題を起こしていることが分かる。また、放射性物質に汚染された廃棄
物は、処理の最初期の段階から受ける苦しみがあまりに大きすぎるという特殊性を持つ。
これらの問題を踏まえると、災害廃棄物の処理システムを再構築する必要が求められて
いる。 
 
第六章では、これまで論じてきた廃棄物自治の体制に、放射性廃棄物がどのような侵
略をしているのか、福島第一原子力発電所事故から発生した放射性廃棄物処理問題から
国策による自治の領域侵犯の事例としてとらえる。処理することで地域を失うようなこ
とは一般的な廃棄物の処理システムでは担えるものではない。この問題は、東京電力、
被災地、そして放射性物質に汚染された廃棄物を保管している自治体とで、責任の主体
が複雑ななかで、地域の自己決定はどうあるべきなのかを問いかけている。動脈産業と
いう上流域における政策転換はもちろん、自治体の自己決定はどうあるべきか、廃棄物
問題から考察することにする。 
 
このように、いま廃棄物自治の重要性に気づかせる事例や、あからさまな挑戦を受け
る場面が再び生じるようになっている。先駆者の研究業績の上に立ち、あらためてこの
体系について捉え直し、再評価せねばならない。本研究の考察を踏まえると、日本におけ
るごみをめぐる政策形成の失敗要因は、国による政策形成過程のなかでも特に課題設定段
階にあると指摘できる。ごみをめぐる大半の政策は、ごみが排出されてからそれをどのよう
に処理するかに力点を置き、もっぱら処理という下流部分が議論の中心とされてきた。 
しかし、下流部分だけを課題とする議論では、廃棄物問題の根本的な解決にはならない。
現況から見ると、処理主体である自治体に負担のしわ寄せがきているのも、下流政策にのみ
焦点を当てる国の政策失敗によるものである。廃棄物を経済社会システムの下流に置くこ
とを取りやめ、廃棄物を発生させない・抑制する政策形成、製品の設計・製造・流通・販売
を行う動脈産業システムからの転換が、いま廃棄物をめぐる政治の課題となっている。 
上流における生産体制の転換は、本研究で取り上げているように様々なごみ問題を抱え
ている地域住民とその自治体の声を第一に考えて、それを反映した政策へ転換することが
求められている。ごみを研究するとき、自治を中心に据えることの重要性はそこにある。ご
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みはごみである。だがごみには人の本質が現れる。本研究は、人の進歩や革新に、自治の土
壌が必要だという証明のよすが
．．．
になる。 
 
最後に、上記のような考察を経て、自治体における廃棄物行政のあり方を提案する。
個別行政である廃棄物行政から見える地方自治における普遍性はどこにあるだろうか。
地方分権改革と住民自治とのかい離現象について廃棄物行政から断面を切り取り、その
課題を考えることになる。廃棄物行政の本質は、自治のプロセスそのものと言えるでは
ないだろうか。 
廃棄物行政は、「自治体である以上やらねばならないこととは何なのか」、また「自治
体であればこそできることとは何なのか」、そして「自治体とは何なのか」、そういった
根源的な問いに迫る。 
 
 
